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宮城県行政評価委員会運営規程改正の要点 
 

2010.03.19 宮城県行政評価委員会事務局 

 

１ 改正内容のあらまし 

・ 県の組織改編に伴う改正（第８条） 

   平成２２年度の県の組織改編において，各部局の行政評価や政策形成に関する情報を一元的に把

握し，より的確に次の政策形成に生かすことを目的に「行政評価室」は「政策課」と統合すること

になった。 

そのため，委員会の庶務を所掌する組織を「行政評価室」から「政策課」に変更するもの。 

 

【参考】平成２２年度組織改編について 

企画部 ○政策課（再編） 

各部局の行政評価や政策形成に関する情報を一元的に把握し，より的確に次の政策形成

に生かすことを目的に「政策課」と「行政評価室」を統合する。 

 

【現行】          【改編後】 

政 策 課 

行政評価室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       １ 

政 策 課 



宮城県行政評価委員会運営規程の一部を改正する規程（案）

宮城県行政評価委員会運営規程（平成１３年５月９日施行）の一部を次のように改正する。

第８条中「行政評価室」を「政策課」に改める。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

２



宮 城 県 行 政 評 価 委 員 会 運 営 規 程 新 旧 対 照 表

新 旧

第１条から第７条まで（略） 第１条から第７条まで（略）

（庶務） （庶務）
第８条 委員会の庶務は、企画部政策課において処理する。 第８条 委員会の庶務は、企画部行政評価室において処理する。

第９条（略） 第９条（略）

３



（改正後）

宮城県行政評価委員会運営規程（案）

（趣旨）

第１条 この規程は、行政評価委員会条例（平成１３年宮城県条例第１４号。以下「委員会条例」と

いう。）第７条の規定に基づき、宮城県行政評価委員会（以下「委員会」という。）の運営に関し必

要な事項を定めるものとする。

（調査審議事項等）

第２条 行政評価委員会、政策評価部会、大規模事業評価部会及び公共事業評価部会の調査審議事項

は、次の表に掲げるとおりとする。ただし、表中政策評価部会の項第２号、大規模事業評価部会の

項第２号及び公共事業評価部会の項第２号に掲げる調査審議事項については、委員会条例第６条第

７項の規定は適用しない。

名 称 調 査 審 議 事 項

行政評価委員会 １ 委員会条例第１条第１項の規定により諮問された事項（行政活動

の評価に関する条例（平成１３年宮城県条例第７０号。以下「評価

条例」という。）第８条第１項の規定により委員会の意見を聴くた

めに委員会条例第１条第１項の規定により諮問された事項を除く。）

２ 委員会条例第１条第２項の規定による意見に関する事項

政策評価部会 １ 委員会条例第１条第１項の規定により諮問された事項（評価条例

第４条第１項第１号の評価に関して同条例第８条第１項の規定によ

り委員会の意見を聴くために委員会条例第１条第１項の規定により

諮問されたものに限る。）

２ 行政評価委員会の調査審議事項１のうち政策評価及び施策評価に

関する部分の調査審議

大規模事業評価部会 １ 委員会条例第１条第１項の規定により諮問された事項（評価条例

第４条第１項第２号イの評価に関して同条例第８条第１項の規定に

より委員会の意見を聴くために委員会条例第１条第１項の規定によ

り諮問されたものに限る。）

２ 行政評価委員会の調査審議事項１のうち大規模事業評価に関する

部分の調査審議

公共事業評価部会 １ 委員会条例第１条第１項の規定により諮問された事項（評価条例

第４条第１項第２号ロの評価に関して同条例第８条第１項の規定に

より委員会の意見を聴くために委員会条例第１条第１項の規定によ

り諮問されたものに限る。）

２ 行政評価委員会の調査審議事項１のうち公共事業再評価に関する

部分の調査審議

２ 委員会条例第６条第７項の規定により部会の議決が委員会の議決となる所掌事項に係る事務につ

いては、部会長が処理する。

４



（委員会の招集）

第３条 委員会の招集は、委員長が開催の日時及び場所並びに議事事項を示して、審議開催の５日前

までに委員に通知して行うものとする。ただし、急を要する場合はこの限りでない。

２ 委員は病気その他の理由により委員会に出席することができないときは、あらかじめ委員長に届

けなければならない。

（委員会の議事録）

第４条 委員会の会議については、議事録を作成しなければならない。

２ 議事録に記載する事項は、次のとおりとする。

（１）開催の日時及び場所

（２）出席者の氏名

（３）会議に付した事案の件名

（４）議事の概要

（５）その他必要な事項

（会議の公開）

第５条 委員会の会議は、公開するものとする。

（部会）

第６条 部会の運営については、委員会の例に準ずるものとする。

２ 部会は、必要と認めるときは、この規程に抵触しない範囲内で、自ら運営方法を定めることがで

きる。

（分科会）

第７条 分科会の運営については、部会の例に準ずるものとする。

２ 分科会は、必要と認めるときは、この規程に抵触しない範囲内で、自ら運営方法を定めることが

できる。

（庶務）

第８条 委員会の庶務は、企画部政策課において処理する。

（雑則）

第９条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。

附 則

この規程は、平成１３年５月９日から施行する。

附 則

この規程は、平成１５年２月１７日から施行する。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

５


